


世界に広がる日本の緊急人道支援
市民社会の多様なパートナーが協力連携する支援のプラットフォーム

ジャパン・プラットフォーム

アフガニスタン人道支援2016
2016年2月～

東日本大震災被災者支援
2011年3月～

フィリピン台風30号（ハイエン※）被災者支援
2013年11月～2014年5月

2011年3月11日の東日本大
震災発生から2015年3月末ま
でに、3,300件以上の企業・団
体、4万3,000件以上の個人
の皆様からお寄せいただいた
70億円を超える支援金と多種
多様なご支援の9割を、現在ま
でに190のNGO／NPOへと
つなぎ、390件以上の支援事
業を実施。震災直後より、地元が主体となる復興のため、コミュニティ支
援、セーフティネット支援、生業支援、コーディネーション・サポートの4つの
支援領域で、JPF加盟NGOへの助成、また地元NPOなどに助成する「共
に生きる」ファンドなどを通じて支援者同志をつなぐなど、幅広く被災者の生
活や復興への取り組みを支えてきた。
http://tohoku.japanplatform.org/

2013年11月にフィリピン・レイテ島に上陸し、死者・行方不明者7,000人
以上、被災者約1,600万人、家屋の倒壊・損傷100万棟以上という被害
をもたらした。JPFは台風上陸前から情報収集し、速やかに対応を開始。移
動や物流が困難を極める中、加盟NGOが情報を共有しあって事業を遂行

した。事業評価を行った専門家
から「レイテ島、サマール島に支
援が集中する中、注目の薄かっ
た他の島々の支援にも配慮し
たことは、多数のNGOが加盟す
るJPFならではの支援展開」な
どの評価を受けた。

※フィリピン名：ヨランダ

2010年より５ヵ年計画で、長年の紛争や自然災
害、貧困による複合的人道危機の軽減・改善に
取り組んできた前プログラムを引き継ぎ、2016年
2月より開始する新プログラムでは、教育支援とレ
ジリエンス強化を中心にJPF加盟５団体が活動予
定。これまでに実施した学校建設・修復、教員研
修、地雷回避教育、衛生環境改善事業などの経
験を活かし、アフガニスタンの最も脆弱な人々に
向けた支援を展開する。現地カウンターパートや
地域住民と協働し、成果の定着を目標に、これか
らも確実な支援を実施していく。
http://afpk.japanplatform.org/

2014年6～7月のイスラエルおよびパレスチナにお
ける青少年の殺害事件を発端に、ガザ地区は大規模
な戦闘状態となった。JPFは7月末には出動を決定
し、食糧・物資配布、保健・医療支援、子どもの保護、
農業支援などを展開した。現在もガザ地区の130万
人が、食料確保、シェルター、プロテクション、水・衛
生、保健・栄養、教育等の各分野に対する緊急支援
が必要な状況を受け、人道上の危機的状況を軽減す
る緊急対応期として1年間継続して支援を展開中。

南スーダン緊急支援2014
2014年1月～

2013年12月に発生した南スーダンのジュバに
おける武力衝突と、その後の同国北東部を中心
とした治安悪化により、発生した国内避難民数は
2015年10月時点で165万人以上、近隣国へ
避難した難民は63万人以上。JPFは2014年２
月より、国内避難民、隣国に逃れた難民に対し、
南スーダン国内と周辺3カ国（エチオピア、ウガン
ダ、ケニア）にて、シェルター、食料、生活用品など
の配布、水衛生事業、教育、子どもの保護などの
支援を継続してきた。

発生から5年目となるシリアの人道危機
は、現在約2,400万人もの人々が紛争
の影響下にある。JPFは2012年11月か
ら、シリアと周辺国（イラク、レバノン、ヨル
ダン、トルコ）の人道危機に対して、
2014年6月からイラク国内避難民に対
して、支援を開始。紛争の影響下にある
人々が尊厳ある生活を営むことのできる
環境の提供を目的に、人道支援の基本
原則に則り、避難民キャンプ内外で総額
50億円規模の緊急人道支援を行って
きた。※2012年「シリア紛争人道支援」
スタート時より、右記のプログラム実施方
針に則って活動中。 

●シリア国内に、邦人スタッフの立ち入り
は行わず、遠隔管理とする。
●イラク国内も同様に、退避勧告地域へ
の邦人スタッフの立ち入りは行わない。
●各加盟NGOが安全管理マニュアル、
退避マニュアルに則って支援を実施す
る。危険が伴う恐れがある際には、ただち
に撤退する。

ジャパン・プラットフォーム（JPF）は、世界各地における自然災害による被災者、紛争による難民に対し、迅速で効果的
な緊急人道支援を実施しています。2000年発足以来、47の国・地域において総額400億円、約1,200事業の人道
支援活動を展開してきました。
NGO・経済界・政府のほか、学識界、メディアなどがパートナーシップの下に集い、それぞれの特長や資源を生かした連
携・協力を実現。各得意分野を持つ47（2016年5月現在）の加盟NGOと情報を共有し、さまざまなサポートをしながら、
緊急人道支援のプロフェッショナルとして、ともに被災者や難民のニーズに根ざしたプログラムを実施しています。

イラク・シリア難民・
国内避難民支援
2012年11月～

海外事業部長

柴田 裕子
しばた ゆうこ

支援の最前線でニーズを把握
私たち海外事業部は、加盟NGOから申請された緊急人道支援事業の審査・承認手続きと助
成、事業を適切に実施するための評価・モニタリング、終了報告の精査などを行いながら、各プ
ログラムを運営しています。イラク・シリア難民・国内避難民支援のような長期プログラムは、加
盟NGOとワーキンググループを立ち上げ、情報を共有し、各NGOの専門性や経験などの強み
を生かしながら、ともにプログラム方針を検討します。海外で発生する自然災害などに対し、現
地支援団体との調整や緊急ニーズへの迅速な対応のため、発生直後に JPFスタッフが現場
に向かうこともあります。
私自身は新卒で民間企業で勤務後、「より支援が必要な人のために仕事がしたい」と思い、
米国留学を経てNGOに転職しました。アフガニスタンやイラク、南スーダンなどで活動後、JPF
で働いています。NGOの強みは、現地の人々の一番近くで、状況を見て、人々の声を直接聞く
ことができること。柔軟性を持ってきめ細かく対応し、支援が届いていることを直接確認できる
ことです。JPFでは加盟NGOの活動をサポートしながら、プログラム全体に包括的に関われる
ことにやりがいを感じています。

海外事業部

NGOと民間企業の協働を推進

渉外部副部長

平野 尚也
ひらの なおや

JPFの活動資金は、主に①外務省の支援金、②企業・団体や個人からの賛助会費・寄付金
の２つ、つまり政府資金と民間資金の両輪で賄われています。私の主な仕事は、このうち後者
を対象にしたファンドレイジング、分かりやすく言うと、JPF本体の基盤強化や加盟NGOの活
動を支える民間資金の調達です。JPFには現在、活動を継続的にバックアップしてくださって
いる約80の賛助企業・団体があるほか、緊急支援に際しても迅速な支援金、あるいは物資輸
送・通信手段など企業の持つサービスやノウハウによるご協力をいただいています。支援してく
ださる方々に対して活動の趣旨と成果をしっかりとお伝えし、信頼関係を築いていくことはもち
ろん、現地のニーズを共有することで、企業とNGOによる新たな支援のあり方を提案すること
を目指しています。
私は民間の営業職からNGOに転じましたが、企業とNGOを結ぶJPFの本分とも言えるユニー
クな仕事にやりがいを感じています。NGOと企業が、同じ社会の一員として社会の根本的な
問題解決を考え、双方の価値を高める取り組みや、協働するシステムを模索していきたいと
思っています。

渉外部

被災地主体のきめ細かいサポート

国内事業部 
現地リーダー／福島担当
（東日本大震災被災者支援）

山中 努
やまなか つとむ

JPFは、東日本大震災（2011年3月）の発生後間もなく仙台に東北事務所を開設し、現地の
自治体や社会福祉協議会、NGOなどと緊密に連携しながら、岩手・宮城・福島3県の被災地
支援を展開してきました。私は震災直後から現地に入り緊急支援に関わった後、現在は福島
県に常駐して活動しています。
地震・津波被害に加え、原発事故の影響を受けた福島では、避難生活などの複雑な環境で
分断されてしまったコミュニティの再構築が大きな課題のひとつです。JPFは「共に生きる」
ファンドによる地元NPOなどへの助成を通じて、避難生活者が交流できるサロンの運営、母
子や高齢者、障がい者など立場の弱い人々のサポート、食品加工などの生業支援を実施。ま
た、適宜運営のアドバイスやネットワークをつなげるための情報提供をしながら、地元の方 を々
主体としたきめ細かいサポートを心がけています。被災地支援に取り組む企業と現地ニーズの
マッチングにも尽力しています。
震災前は海外でのNGO活動や、国内の病院で医療社会福祉士（MSW）として働きながら、
災害派遣医療チーム（DMAT）にも所属していました。JPFでは海外事業を担当していました。
被災地の方々が早く安心して暮らせるよう、国内・海外の経験を生かしてお手伝いしたいと考
えています。

国内事業部

パレスチナ・ガザ人道支援2014
2014年8月～

2015年4月25日、ネパールの首都カトマンズの北西76km地点
で発生したマグニチュード7.8の巨大地震は、死者8,850人以
上、家屋倒壊数60万軒以上の被害をもたらした。JPFは、迅速に
情報収集と対応の検討に入り、被災者の安全確保と生命の維
持に寄与することを目的に、翌26日に出動を決定。27日から、
JPF加盟NGO14団
体が、初動調査や医
療支援、捜索救助、支
援物資配布を行い、現
在はシェルターキットの
配布、仮設校舎の設
置、公共水道施設の
応急修理などを実施し
ている。

ネパール中部地震被災者支援2015
2015年4月～2016年5月

ミャンマーを取り巻く状況変化に対応し、2013年4月より3カ年計画
で、紛争の影響を受けた難民、国内避難民の帰還および再定住に
備えた生活環境・基礎インフラの整備を中心とした支援を実施して
いる。JPF初の海外事務所をヤンゴンに開設し、2013年11月には
日本人の現地代表が着任。各関係者や支援団体と連携しながら、タ
イおよびミャンマー・カレ
ン州の120以上の村内
において、各NGOの得
意分野を生かしたプロ
グラムを展開している。

ミャンマー少数民族帰還民支援
2013年4月～イエメンでは、2015年3月以降人道危機が深刻化しており、

国内は政府側と反政府側の武装勢力同士が戦闘を繰り広げ
ている状況に加え、外部からの介入も加わり、難民流出など周
辺国をも巻き込んだ地域的な危機となっている。JPFでは、
2015年10月に加盟NGO／JPFスタッフからなる合同調査
団を形成し、レバノン、ヨルダン、ジブチにおいて現地の最新の
支援ニーズや支援動向を調査しました。その結果、イエメン国
内及びジブチでの国内避難民/難民のニーズの中で最も必
要とされている、食糧及び
生活必需品の配布を中
心とした、命を守り繋ぐた
めの活動を柱にすえた本
緊急人道支援プログラム
が形成された。

イエメン人道危機対応
2015年12月～



▶ジャパン・プラットフォーム加盟NGO

各得意分野を持つ加盟NGOと連携、情報共有し、被災者や難民のニーズに根ざした支援を実施しています。

※略称によるアルファベット順
※2016年10月末時点46団体

AAR
特定非営利活動法人
難民を助ける会（AAR Japan）

ADRA
特定非営利活動法人
ADRA Japan

BAJ
特定非営利活動法人
ブリッジ エーシア ジャパン

BHN
特定非営利活動法人
BHNテレコム支援協議会

CCP
特定非営利活動法人
パレスチナ子どものキャンペーン

CWS
特定非営利活動法人
CWS　Japan

EWBJ
特定非営利活動法人
国境なき技師団

FMYY
特定非営利活動法人
エフエムわいわい

GNJP
特定非営利活動法人
グッドネーバーズ・ジャパン

HFHJ
特定非営利活動法人
ハビタット・フォー・ヒューマニティ・ジャパン

HOPE
特定非営利活動法人
ホープ・インターナショナル開発機構

HuMA
特定非営利活動法人
災害人道医療支援会

ICA
特定非営利活動法人
ICA文化事業協会

ICAN
特定非営利活動法人
アイキャン

IVJ
特定非営利活動法人
国際協力NGO・IV-JAPAN

IVY
特定非営利活動法人
IVY

JADE
特定非営利活動法人
JADE-緊急開発支援機構

JAFS
公益社団法人
アジア協会アジア友の会

JAR
特定非営利活動法人
難民支援協会

JARC
特定非営利活動法人
日本救援行動センター

JCCP
特定非営利活動法人
日本紛争予防センター

JISP
一般社団法人
日本イスラエイド・サポート・プログラム

JEN
特定非営利活動法人
ジェン

JH
特定非営利活動法人
ジャパンハート

JOICFP
公益財団法人
ジョイセフ

JRA
特定非営利活動法人
日本レスキュー協会

JRCS

日本赤十字社

KnK
特定非営利活動法人
国境なき子どもたち

MDM
特定非営利活動法人
世界の医療団

MPJ
特定非営利活動法人
ミレニアム・プロミス・ジャパン

NFUAJ
公益社団法人
日本ユネスコ協会連盟

NICCO
公益社団法人
日本国際民間協力会

OAJ
特定非営利活動法人
ONE ASIA

OBJ
特定非営利活動法人
オペレーション・ブレッシング・ジャパン

OXFAM
特定非営利活動法人
オックスファム・ジャパン

PARCIC
特定非営利活動法人
パルシック

PBV
一般社団法人
ピースボート災害ボランティアセンター

PLAN
公益財団法人
プラン・インターナショナル・ジャパン

PWJ
特定非営利活動法人
ピースウィンズ・ジャパン

RJP
特定非営利活動法人
日本リザルツ

SCJ
公益社団法人
セーブ・ザ・チルドレン・ジャパン

SEEDS
特定非営利活動法人
SEEDS Asia

SVA
公益社団法人
シャンティ国際ボランティア会

WVJ
特定非営利活動法人
ワールド・ビジョン・ジャパン

TMN
特定非営利活動法人
遠野まごころネット

WP
一般社団法人
わかちあいプロジェクト



組織名 特定非営利活動法人ジャパン・プラットフォーム

設立年月日 2000年8月10日

職員数 33人

事業内容 国内外における自然災害による被災者、紛争による難民に対し、NGO・経済界・政府のほか、学識界、
メディアなどがパートナーシップのもとに集い、それぞれの特徴や資源を活かして連携・協力をしながら、
迅速で効果的な緊急人道支援を実施する。

事業展開実績 2000年発足以来、総額400億円、約1,200事業、47の国・地域を対象に人道支援を展開してきました。

理 事

理 事

理 事

理 事

理 事

理 事

理 事

理 事

理 事

理 事

理 事

理 事

理 事

理 事

理 事

理 事

赤津 孝夫
秋元 義孝※1
井川 紀道
エディ 操
長 有紀枝
木山 啓子※1
金原 主幸※1
渋澤 健
関戸 博高
永井 秀哉
橋本 笙子
濱口 敏行
二宮 雅也※1
宮原 耕治
村田 俊一※1
横尾 博※1

（株）エイアンドエフホールディングス 代表取締役社長

宮内庁 式部官長

東洋学園大学 客員教授

アメリカン・エキスプレス・インターナショナル, Inc. 副社長

（特活）難民を助ける会 理事長 ／ 立教大学 教授

（特活）ジェン 代表理事

有識者

コモンズ投信（株） 取締役会長 ／ シブサワ・アンド・カンパニー（株） 代表取締役

スターツコーポレーション（株） 取締役副会長

東洋学園大学大学院 現代経営研究科 教授

（特活）ADRA Japan 理事・事業部長 ／ ＮＧＯユニット 副代表幹事

ヒゲタ醤油（株） 代表取締役社長

（一社）日本経済団体連合会 企業行動・CSR委員長

日本郵船（株） 相談役

関西学院大学 総合政策学部 教授 ／ 国連・外交関連プログラム室長

（公財）イオンワンパーセントクラブ 理事長 ／ イオン（株） 取締役会議長

共同代表理事

共同代表理事
理 事 有馬 利男

大西 健丞※1
（一社）グローバル・コンパクト・ネットワーク・ジャパン 代表理事 ／ 富士ゼロックス（株） イグゼクティブアドバイザー

（特活）ピースウィンズ・ジャパン 代表理事 ／ ＮＧＯユニット 代表幹事

副代表理事

副代表理事

中村 安秀
原田 勝広※1

大阪大学大学院 人間科学研究科 教授

明治学院大学 教授

監 事 監 事 

監 事 

大江 浩
田中 皓

（公財）日本YMCA同盟 法人事務局長

（公財）助成財団センター 代表理事・専務理事

常任委員 常任委員

常任委員

常任委員

常任委員

常任委員

常任委員

常任委員

常任委員

常任委員

有馬 利男
大西 健丞※2
橋本 笙子
関 泉
永井 秀哉※2
エディ 操※2
石井 正子
堀場 明子※2
飯田 修久

（一社）グローバル・コンパクト・ネットワーク・ジャパン 代表理事 ／ 富士ゼロックス（株） イグゼクティブアドバイザー

（特活）ピースウィンズ・ジャパン 代表理事 ／ ＮＧＯユニット 代表幹事

（特活）ADRA Japan 理事・事業部長 ／ ＮＧＯユニット 副代表幹事

外務省 国際協力局 民間援助連携室長

東洋学園大学大学院 現代経営研究科 教授

アメリカン・エキスプレス・インターナショナル, Inc. 副社長

立教大学 異文化コミュニケーション学部 教授

（公財）笹川平和財団 笹川汎アジア基金事業室 室長・国際事業部 主任研究員

（特活）ジャパン・プラットフォーム 事務局長

アドバイザー

アドバイザー

金田 晃一

小林 恒行

（一社）日本経済団体連合会 社会貢献担当者懇談会座長 ／

ANAホールディングス（株） コーポレートブランド・CSR推進部 グローバルCSRヘッド※3

日本商工会議所・東京商工会議所 国際部 特任部長

2016年8月現在（ただし※3のみ2016年9月現在）　※1：2016年5月就任　※2：2016年4月就任

▶組織概要

アフガニスタン、イエメン、イラク、イラン、インド、インドネシア、エクアドル、エチオピア、カンボジア、グアテマラ、ケニア、ザンビア、

シエラレオネ、シリア、ジンバブエ、スーダン、スリランカ、スワジランド、ソマリア、ソロモン諸島、タイ、チャド、中国、チリ、トルコ、ニジェール、

日本、ネパール、ハイチ、パキスタン、バヌアツ、パレスチナ自治区、バングラデシュ、東ティモール、フィリピン、ブラジル、ブルキナファソ、

ベトナム、ペルー、マラウイ、南スーダン、ミャンマー、モーリタニア、モンゴル、ヨルダン、リベリア、レソト、レバノン




